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【第３の柱】道路交通環境の整備 

 交通事故の防止と交通の円滑化を図るには、人優先の考えの下、人間自身

の移動空間と自動車や鉄道等の交通機関との分離を図るため道路交通環境の

整備が必要です。そのため、道路の整備、交通安全施設の整備、総合的な駐

車対策を進めます。 
 特に、道路交通においては、歩道の整備を積極的に実施するなど、通学路、

生活道路、市街地の幹線道路等において、人優先の交通安全対策を更に推進

します。 
 
（１）生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

  ① 生活道路における交通安全対策の推進 
 生活道路において、歩行者や自転車利用者等の安全な通行を確保する

ため、歩道のバリアフリー化、カラー舗装、交差点ハンプ※、狭さく※、

道路標識・標示等の交通安全施設の整備、交通実態を踏まえた効果的な

交通規制等の総合的な交通事故抑止施策を道路管理者と公安委員会が連

携して実施します。 
 また、自動車の速度抑制を図るための道路環境整備を進めるほか、幹

線道路を通行すべき自動車の生活道路への流入を防止するための対策等

を推進します。 
  ② 通学路等における交通安全の確保 
    通学路や未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路におけ

る児童等の安全を確保するため、「通学路交通安全プログラム」等に基づ

く定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の継続的な取組を推進

するとともに、未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の

緊急安全点検等の結果を踏まえ、道路交通実態に応じ、学校、教育委員

会、警察、保育所、幼稚園等及びその所管機関、道路管理者等の関係機

関が連携し、ハード・ソフトの両面から必要な対策を推進します。 
高校、中学校に通う生徒、小学校、幼稚園、保育所や児童館等に通う

児童・幼児の通行の安全を確保するため、通学路等の歩道整備等を積極

的に推進するとともに、ハンプ・狭さく等の設置、路肩のカラー舗装、

防護柵の設置、自転車通行空間（自転車道・自転車専用通行帯・車道混

在（矢羽根））の整備、押ボタン式信号機・歩行者用灯器等の整備、立体

横断施設の整備、横断歩道等の拡充等の対策を推進します。 
③ 高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備 

   ア 歩行者空間のバリアフリー化 
 歩行者の安全で円滑な通行を確保するため、歩行者等の交通事故が

発生する危険性の高い区間等について歩道の整備を実施するとともに、

バリアフリー化をはじめとする安全・安心な歩行空間を整備します。 
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   イ 人に優しい信号機等の整備 
高齢者、障害者等の通行の安全を確保するため、道路利用者の特性

に応じたバリアフリー対応型信号機の整備、道路標識・標示の高輝度

化等を推進します。 
バリアフリー対応型信号機の整備に際しては、歩車分離式信号、音

響式の信号機、Bluetooth を活用してスマートフォン等に歩行者用信号

情報等を提供する「歩行者等支援情報通信システム（高度化ＰＩＣＳ）」

の整備拡充も検討します。 
  ④ 無電柱化の推進 

令和元年房総半島台風による被害も踏まえ、令和２年３月に「千葉県

無電柱化推進計画」を策定し、防災、安全・円滑な交通確保及び景観形

成・観光振興の観点から、無電柱化を推進します。 
 

（２）幹線道路における交通安全対策の推進 

  ① 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 
 交通安全に資する道路事業については、限られた予算の中、交通事故

対策への投資効率を最大限高めるため、事故の危険性が高い特定の区間

を選定し、事故要因に即した効果の高い対策を実施する「事故ゼロプラ

ン（事故危険区間重点解消作戦）」をＥＴＣ２．０※対応車載器から得ら

れる情報等を活用しながら推進します。 
  ② 事故危険箇所対策の推進 

 死傷事故率が高く、または死傷事故が多発している交差点・単路を指

定した事故危険箇所について、集中的な交通事故抑止対策を推進します。 
 事故危険箇所対策においては､交差点改良、信号機の整備（設置・改良）、

視距の改良、歩道、付加車線、防護柵、区画線の整備、道路照明、視線

誘導標※、道路標識の設置や自転車利用環境の整備等の対策を推進します。 
また、道路の改良に際しては、二段階横断歩道※等の技術的選択肢も

検討します。 
  ③ 幹線道路における交通規制 
   ア 国道・県道等における交通規制 

道路の構造、交通量、交通事故の発生状況等を踏まえ、信号制御方

法の見直し、交通規制の実施・見直し等による交通環境の改善を推進

し、交通の安全と円滑を確保します。 
信号制御の見直しに際しては、直進・左折車と右折車を分けて青信

号（矢印信号）とする右直分離方式（一部歩車分離式）への変更等、

歩行者等への二次被害を防止する制御も検討します。 
   イ 高速道路における交通規制 

 交通流の変動、道路構造の改良状況、交通安全施設の状況を総合的

に勘案して、交通規制を実施するとともに、気象状況や路面状況、工
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事等の道路条件などの交通実態に応じた速度規制、通行規制等の交通

規制を迅速に実施し、安全で円滑な交通の確保と交通事故の防止を図

ります。 
  ④ 適切に機能分担された道路網の整備 

 基本的な交通の安全を確保するため、高速道路等から居住地域内道路

に至るネットワークによって適切に機能が分担されるよう体系的な道路

整備を進めるとともに、他の交通機関との連携強化を図る道路整備を推

進します。 
   ア 高速道路等の整備 

自動車、自転車、歩行者を適正に分化し、安全で快適な道路空間を

確保するため、首都圏中央連絡自動車道や北千葉道路等の整備を行い、

交通流の純化を促進します。また、高速道路等から居住地域内の道路

に至るネットワーク整備を体系的に進めます。 
   イ 地域間交流を支える道路の整備 

 高速道路の整備効果を県内各地に波及させるため、地域高規格道路

※や国道・県道の整備を進め、県内外の連携と交流を強化します。 
 また、渋滞対策をはじめ、主要な観光地までのアクセスルート、日

常生活に密接した道路などについて整備を推進します。 
   ウ 都市計画道路※の整備 

 都市計画道路の整備を推進し、通過交通の排除と交通の効果的な配

分を行い、都市部における道路の著しい混雑、交通事故の多発などの

防止を図ります。 
  ⑤ 高速道路等における事故防止対策の推進 

   ア 事故削減に向けた総合的施策の集中的実施 
交通事故の多発区間、交通渋滞が恒常化している区間及び料金所周

辺における事故防止対策について道路管理者と連携し、渋滞緩和の対

策及び各種交通安全施設整備等を実施します。具体的には、ドライバ

ー向けに運転時注意すべき地点と内容をまとめた「高速道路ヒヤリマ

ップ」や渋滞の発生状況と原因等を記載した「渋滞ポイントマップ」

をドライブ旅行関係の情報サイトに掲載します。 
また、道路構造上、上りと下りが分離されていない二車線の区間（暫

定供用区間）については、対向車線へのはみ出しによる重大事故を防

止するため、分離帯にワイヤーロープ式防護柵を順次設置することで

分離対策の強化を図ります。 
逆走による事故を防止するため、ラバーポールや標識、路面標示の

設置により逆走を抑制するほか、センサーを用いた逆走防止装置の設

置などの取組を実施します。さらに、軽車両、歩行者の誤進入防止対

策として、路面への立入禁止表示や注意喚起標識の設置などの対策を

行っていきます。 
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道路管理者と連携して安全施設と道路交通環境の整備を図るほか、

交通事故に直結する悪質危険な交通違反の指導取締りを推進します。 
イ 安全で快適な交通環境づくり 
 過労運転やイライラ運転による事故減少を図るため、関係機関・団

体が連携して休憩施設での早めの休憩を促す「レッツ・ブレイク・キ

ャンペーン」を実施するとともに、マナー向上に向けた交通安全キャ

ンペーン・交通安全講習会等の啓発活動に取り組みます。 
   ウ 高度情報技術を活用したシステムの構築 

高速道路等の利用者に的確な道路交通情報を提供するため、休憩施

設内に情報ターミナルを設置し渋滞情報を提供するほか、２４時間最

新の高速道路交通情報をお知らせするテレフォンサービスの充実を図

ります。 
また、インターネットでの渋滞予測や工事等規制情報、各種情報提

供の拡充を図ります。 
  ⑥ 道路の改築等による交通事故対策の推進 

交通事故の多発等を防止し、安全かつ円滑・快適な交通を確保するた

め、道路の改築等による交通事故対策を推進します。 
   ア 道路改築等に併せた歩道等の整備 

 歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境改善を図るため、道路の

改築等に伴い、歩道等の新設・拡幅について、整備を推進します。 
   イ 交差点のコンパクト化等の推進 

 交差点及びその付近における交通事故防止と交通渋滞の解消を図る

ため、交差点のコンパクト化等を推進します。 
また、進入速度の低下等による交通事故の防止や被害の軽減、信号

機が不要になることによる待ち時間の減少等の効果が見込まれるラウ

ンドアバウト※について、周辺の土地利用状況等を勘案し、適切な箇

所への導入を推進します。 
   ウ 交通安全施設の整備 

 道路の改築等にあたっては、道路標識・標示、中央帯、道路照明、

防護柵、信号機整備等、交通環境に応じた交通安全施設を整備します。 
  ⑦ 交通安全施設等の高度化 

交通流の変動、交通事故発生状況等を踏まえ、信号機の集中制御化、

多現示化、系統化等の信号機の高度化や道路標識・標示の高輝度化を推

進し、交通の安全と円滑を確保します。 
 

（３）交通安全施設等の整備事業の推進 

  ① 交通安全施設等の戦略的維持管理 

    信号機をはじめとする交通安全施設に関しては、既存施設を更新する

だけではなく、整備継続の必要性を慎重に検討し、ラウンドアバウト※
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や二段階横断歩道※などへの転換、必要性の高い場所へ移設する有効活

用など持続可能性に配慮しながら、交通の安全と円滑を確保します。 

また、交通規制標識や標示に関しては、退色、摩耗等によりその効用

が損なわれないよう適正な維持管理を行います。 

  ② 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 
   ア 効果的な交通安全施設等の整備 

 道路の構造、交通の状況、交通事故発生状況等に応じた効果的な交

通安全施設の整備を推進します。 
 交通安全施設の整備に際しては、県民等から寄せられる各種要望や

交通環境等をもとに道路管理者と警察等が検討・共同して取り組みま

す。 
   イ 生活道路における歩道整備等の交通安全対策の推進 

生活道路において、歩行空間のバリアフリー化や、通学路や未就学

児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路における安全・安心な

歩行空間を確保するほか、自転車利用環境の整備等による歩行者・自

転車の安全な通行空間の確保を図ります。 
また、道路の整備状況を踏まえ、効果的な交通規制の実施及び交通

安全施設の整備を推進するほか、生活道路対策として、最高速度３０

キロメートル毎時の速度規制とあわせ、速度抑制・通過交通抑制を図

るためのハンプ※・狭さく※等の物理的デバイスを効果的に組み合わ

せる「ゾーン３０」や生活道路対策エリアについて、警察、道路管理

者等が共同して整備・拡充に取り組みます。 
   ウ 交差点・カーブ対策の推進 

 交通事故発生の危険性がある交差点・カーブ区間において、適切な

交通規制を実施するとともに、ドット線※、視線誘導標※、道路照明

灯等の整備を推進します。 
 また、信号機のない交差点においてはドット線、交差点クロスマー

クの設置などによる交差点存在の明確化や、カーブ地点においては線

形の明確化に努めます。 
   エ 夜間事故防止対策の推進 

 交差点や道路の屈曲部等に道路照明灯や視認性に優れた高輝度道路

標識、標示など、夜間の事故防止に効果的な交通安全施設の整備を推

進します。 
  ③ 幹線道路対策及び交通円滑化対策の推進 

 死傷事故が多発している交差点や単路を事故危険箇所として指定し、

集中的に交通安全施設等を整備するなどの死傷事故抑止対策を講じます。 
また、交通の変動実態等を的確に把握し、適切な交通規制を実施する

とともに、予想される交通流に対応した信号制御を行うための交通管制

システムの充実・高度化等を推進します。 
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  ④ ＩＴＳ※の推進による安全で快適な道路交通環境の実現 
   ア 交通管制システムの充実・高度化 

安全で快適な道路交通環境を実現するため、最先端技術を導入しなが

ら、交通管制システムの充実・高度化を図り、新交通管理システム（Ｕ

ＴＭＳ：Universal Traffic Management Systems）※の整備を推進し

ます。 
   イ 信号機の高度化 

 交通環境の変化に的確に対応するため、信号機の集中制御化、多現

示化等による高度化を推進します。 
⑤ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

 道路交通の安全は、道路を利用する人の視点を生かすことが重要であ

り、地域住民や道路利用者の主体的な参加により、誰でも安心して利用

できる道路交通環境づくりを行うとともに、「道の相談室」や「信号機Ｂ

ＯＸ」「標識ＢＯＸ」に寄せられた住民の意見等を道路交通環境の整備に

反映させることにより、住民との連携による交通安全対策を推進します。 
 

（４）高齢者等の移動手段の確保・充実 

  地域公共交通計画は、自治体が中心となり、交通事業者や地域住民等と

の連携を図りながら、地域にとって望ましい公共交通ネットワークの構築

を目指すものであり、計画を策定した自治体では、新たな公共交通サービ

スの導入や、バス路線の見直しなど、公共交通の活性化に向けた様々な取

組が進められます。 
高齢者を始めとする地域住民の移動手段の確保に向け、各市町村におけ

る計画策定が進むよう、先進事例の紹介や広域的な観点から必要な助言等

を行うなど、広域の交通計画策定を促進します。 
 

（５）効果的な交通規制の推進 

  ① 地域の特性に着目した交通安全対策 
 主に通過交通の多い幹線道路においては、円滑化に重点を置いた交通

規制を実施し、歩行者等の安全な通行を確保すべき生活道路等において

は、低速度規制や通過交通を抑制するための交通規制を実施するなど、

地域の特性に応じた交通安全対策を推進します。 
  ② 安全で機能的な都市交通確保のための交通規制 

 安全で機能的な都市交通を確保するため、都市部における総合的な交

通規制を推進することにより、交通の安全と円滑化を図ります。 
  ③ 交通事故多発地域における重点的交通規制 

 交通事故が多発している地域、路線等においては、詳細な事故分析結

果等に基づき、事故抑止に資する重点的、効果的かつ合理的な交通規制

を推進します。 
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（６）自転車利用環境の総合的整備 

  ① 安全で快適な自転車利用環境の整備 
自転車利用者及び歩行者等の安全を確保するため、自転車と歩行者等

の分離を図るための交通規制の実施・見直しを行います。 
また、市町村における自転車ネットワーク計画を含む自転車活用推進

計画の策定を促進し、自転車通行空間の整備を推進するなど、道路管理

者と警察等が連携し、安全で快適な自転車利用環境の整備を図ります。 
  ② 自転車等の駐車対策の推進 

 放置自転車等により交通が阻害されている現状を踏まえ、良好な交通

環境を確保するため、違法駐輪による迷惑性の広報啓発に努めるととも

に、自転車等の利用者に対して正しい駐輪方法等に関する一層の普及、

浸透を図ります。 
 特に、自転車等の利用者の増大に伴い、県内の各駅周辺に自転車等が

無秩序に放置され、交通環境上大きな社会問題となっている実情に鑑み、

放置自転車等の問題を広く県民に訴え、その一掃を図るため、関係機関

と連携・協力して放置自転車クリーンキャンペーンを実施します。 
また、大規模小売店舗の出店計画に対して、自転車駐車場の設置位置

や必要台数等について、国の指針や市町村の条例に基づき必要台数が確

保されているか確認を行い、必要に応じて適切な意見等を行います。 
 

（７）ＩＴＳ※の活用 

  ① 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ※）の整備 
 道路における渋滞状況、目的地までの所要時間、工事や交通事故等に

伴う交通規制の状況等、ドライバーのニーズに沿った道路交通情報を道

路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）により迅速かつ的確に提供します。 
今後、ＶＩＣＳ情報はＥＴＣ２．０※の導入により、安全運転支援等

のサービスに加え、ＩＴＳスポットを通して集約される経路情報を活用

した新たなサービスを提供します。 
また、道路交通情報の収集・提供の媒体である光ビーコン※の整備を

推進します。 
  ② 新交通管理システム（ＵＴＭＳ※）の推進 

 交通管制センターにおいて、高度な信号制御、交通情報提供等により

総合的な交通管理に努めます。 
  ③ 交通事故防止のための運転支援システムの推進 

運転者に信号交差点への到着時における信号灯火等に関する情報を事

前に提供することで、ゆとりある運転を促す信号情報活用運転支援シス

テム（ＴＳＰＳ）をはじめとする新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の整

備を行うことによりＩＴＳを推進します。 
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  ④ ＥＴＣ２．０※の展開 
    事故多発地点、道路上の落下物等の注意喚起等に関する情報を提供す

ることで安全運転を支援します。また、収集した速度データや利用経路・

時間データなど、多種多様できめ細かいビッグデータを活用し、渋滞と

事故を減らす賢い料金など、道路を賢く使う取組を推進します。 
    また、信頼性向上及び高速道路利用者への情報提供充実のため、ＥＴ

Ｃ２．０プローブデータを活用した情報提供手法の検討やＥＴＣ２．０

設備機器の更新を実施します。 
 

（８）交通需要マネジメントの推進 

  ① 公共交通機関利用の促進 
市町村におけるまちづくりや観光振興等につながることが期待される

地域公共交通計画の策定を積極的に支援し、公共交通の活性化に向けた

様々な取組が進められることを通じて、公共交通機関利用の促進を図り

ます。 
また、地域公共ネットワークの構築及び再編として、路線バス・デマ

ンド型タクシーの運行や、広域バス路線を含む路線バスの再編のための

実態調査・実証運行に対して、支援等を行います。 
交通の混雑が著しい道路については、バス専用(優先)レーンや公共車両

優先システム（ＰＴＰＳ：Public Transportation Priority System※）に

より、バス等の公共交通機関の円滑を図ります。 
  ② 貨物自動車利用の効率化 
    貨物自動車の積載率の向上等により効率的な自動車利用等を推進する

ため、共同配送システムの構築等を検討している事業者等に対し指導及

び案内を行い、物流の効率化等の促進を図ります。 
 
（９）災害に備えた道路交通環境の整備 

  ① 災害に備えた道路の整備 
 大規模地震等の災害が発生した場合に、被災地の救援活動や緊急物資

輸送に不可欠な道路ネットワークを確保するため、緊急輸送道路などの

橋梁の耐震補強や無電柱化、道路法面の防災対策を推進します。 
 また、安全で信頼性の高い道路網を確保するため、高規格幹線道路等

の整備を進めます。 
  ② 災害に強い交通安全施設等の整備 

 災害が発生した際の道路における混乱を最小限に抑えるため、停電対

策用としての信号機電源付加装置など、災害を想定した交通安全施設等

の整備を推進します。 
 また、道路管理者と連携し、停電や強風の影響を受けないラウンドア

バウト※の整備を促進します。 
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  ③ 災害発生時における交通規制 
 災害発生時には、必要に応じて緊急交通路を確保し、車両の流入規制

等の交通規制を迅速かつ的確に実施します。 
    また、緊急通行車両事前届出制度の適正な運用を図り、災害応急対策

に関わる車両の速やかな移動を確保します。 
その他道路においては必要に応じ、交通規制を実施するほか、道路管

理者と警察が共同して道路啓開に努めます。 
  ④ 災害発生時における情報提供の充実 

 災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確

に収集・分析し、道路情報提供装置等を活用して道路利用者等へ情報提

供を行います。 
 また、通行可能な道路網の把握と災害対策路線の確保に向けた情報の

収集・提供に努めます。 
復旧や緊急交通路、緊急輸送路等の確保及び道路利用者等への道路交

通情報の提供等に資するため、地震計、交通監視カメラ、車両感知器、

道路交通に関する情報提供装置、道路管理情報システム等の整備を推進

するとともに、道路交通情報の一括集約を図り、インターネット等を活

用した道路・交通に関する災害情報等の提供を推進します。 
 大規模地震発生時における情報収集にあたっては、千葉県震度情報ネ

ットワークシステム※により得られた県内各地の震度情報や気象庁発表

情報を活用して、効果的な被害状況等の収集活動に当たるとともに、被

害規模を推定するための概括的な情報の収集伝達に特に配慮します。 
  ⑤ 道路情報モニターの活用 

 集中豪雨等により、落石、土砂崩壊等の発生するおそれの高い箇所に

ついて、道路情報モニターから当該付近の道路情報を受信し、道路利用

者への情報提供を行います。 
 
（10）総合的な駐車対策の推進 

  ① きめ細かな駐車規制の推進 
道路環境・交通量・駐車需要等、地域の交通実態に応じたきめ細かな

駐車規制を推進します。 
 駐車規制の実施に際しては、貨物集配等の駐車需要も考慮します。 

  ② 違法駐車対策の推進 
安全で円滑な道路交通の障害となる違法駐車については、その常態化

している地域、時間帯等を重点とした指導取締りを行うなどの具体的な

対策が必要です。 
違法駐車の実態等を踏まえ、駐車監視員活動ガイドラインや違法駐車

取締り活動方針に沿った取締りを推進します。 
 駐車監視員による放置車両の確認等に関する事務の適切かつ効果的な
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運用、放置違反金制度による使用者責任の追及、悪質・常習違反者の責

任追及の徹底等により、地域の駐車秩序の確立を図ります。 
  ③ 駐車場等の整備 

 自動車交通が集中し混雑する地区において、道路の効用を保持し、円

滑な道路交通を確保するために、市町村における駐車場整備地区の指定

とともに、路上駐車場及び路外駐車場の整備に関して駐車場整備計画の

策定を促進します。 
  ④ 違法駐車を排除しようとする気運の醸成・高揚 

違法駐車の排除及び保管場所の確保のため、関係機関・団体、地域住

民等と密接な連携を図りながら、悪質性・危険性・迷惑性に関する広報

啓発活動を積極的に展開し、違法駐車の排除に努めます。 
  ⑤ ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進 

違法駐車が著しく、安全で円滑な道路交通が阻害されている都市部の

道路においては、駐車場、路上駐車施設、荷さばき停車帯、駐車場案内

システム、駐車誘導システムの整備、きめ細やかな駐車規制の実施、違

法駐車の取締り、積極的な広報・啓発活動等ハード・ソフト一体となっ

た駐車対策を推進します。 
 

（11）道路交通情報の充実 

  ① 情報収集・提供体制の充実 
 安全で快適な道路交通を確保するため、ＥＴＣ２．０※等の新たな情

報技術を活用しつつ、交通管制システムの高度化、道路交通情報収集・

提供装置の整備等により、情報収集・提供体制の充実を図ります。 
 そのほか、道路交通情報提供施設の整備状況に応じて、電光掲示板等

の活用により、気象情報、路面情報、事故情報等を提供します。 
② ＩＴＳ※を活用した道路交通情報の高度化 

安全で快適な交通環境を確保するため、「道路を賢く使う」という観点

を踏まえ、ＥＴＣ２．０を活用した本格的な交通需要マネジメントへの

移行を推進するほか、プローブ情報※の収集が可能な光ビーコン※の整

備等により、高度な道路交通情報の提供を推進します。 
  ③ 適正な道路交通情報提供事業の促進 

災害等による通行止め情報や交通管制システム等で収集・分析した道

路交通情報を関係機関、民間事業者等へ迅速かつ正確に提供して、交通

情報提供の促進を図ります。 
  ④ 分かりやすい道路交通環境の確保 

 主要な幹線道路の交差点及び交差点付近において、ルート番号等を用

いた案内標識の設置を推進します。 
また、優先度の高い地区から外国人にも理解しやすいよう、英語等を

併記した道路案内標識の整備や表記の改善等を進めていきます。 
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（12）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

  ① 道路の使用及び占用の適正化等 
   ア 道路の使用及び占用の適正化 

 工作物の設置、工事等のための道路の使用及び占用の許可に当たっ

ては、関係機関連携のもと、道路の構造を保全し、安全かつ円滑な道

路交通を確保するために適正な運用を行うとともに、許可条件の履行、

占用物件等の維持管理について指導します。 
 また、道路工事等に伴う道路使用許可の適正な運用及び道路使用許

可条件の履行等の確認により、交通の安全と円滑を確保します。 
 繁華街等における道路不正使用に対しては、道路管理者等が連携し

て計画的に道路不正使用の実態把握活動を行い、指導警告を行うとと

もに、指導警告に従わない等悪質な者に対して、積極的に取締りを実

施します。 
イ 不法占用物件の排除等 

     道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態調査、強

力な指導・対応を行い、特に、市街地について重点的にその是正を実

施します。 
     不法占用物件等の防止を図るための啓発活動を沿道住民等に対して

積極的に行います。 
   ウ 道路の掘り返しの規制等 

 道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しと工

事に伴う事故・渋滞を防止するため、施工時期や施工方法を調整しま

す。 
   エ 大規模開発事業等への先行対策の推進 

 都市計画に基づく開発事業の施行や、大規模小売店舗の立地等に際

し、周辺交通に与える影響の軽減等を図るため、地域全体の交通情勢

を勘案した上で、計画の段階から、交差点や駐車場の容量確保等、交

通管理上必要な指導・提言を積極的に行います。 
  ② 休憩施設等の整備の推進及び利用促進 

 夜間運転や過労運転などによる事故防止や近年の高齢運転者等の増加

に対応して、「圏央道」における休憩施設の整備を推進するとともに、「道

の駅」などの休憩施設等の利用促進を図ります。 
  ③ 子供の遊び場等の確保 
    路上における遊び・運動による事故防止のため、市町村と連携し、都

市における子供の遊び場等となる都市公園の整備を推進します。 
  ④ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

 道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため､道路の破損､欠

壊又は異常気象時等により交通が危険であると認められる場合及び道路
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に関する工事のためやむを得ないと認められる場合には､道路法に基づ

き、迅速かつ的確に通行の禁止又は制限を行います。また、道路との関

係において必要とされる車両寸法、重量等の最高制限を超える車両の通

行の禁止又は制限に対する違反を防止するため、関係機関と連携のもと、

必要な体制の拡充･強化を図ります。 
 
 


